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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

労働セミナー事業

経済

類

部　産業振興課

01－ ハ050101－020 ー000 ○ ●

04 基本目

ド

標４　　活力とにぎわ

ソ

いに満ちたまち
総合計

フ

画の
03 ③〈新しい芽

ト

〉　リーダー、後継者

根

が育ち活躍できる環境

拠

をつくる
位置付け

03

法

3 就業の場における

令

処遇の公正化及び男女

等

雇用機会の均等化並び

対

に雇用の安定拡大を図

象

る

勤労者、事業主、市・ 民

□ □ □ □ 神奈川県

勤

受

労者の労働や就労に関

益

する問題、社会経済に

者

対する理解や認 勤労者

事

の労働問題や社会経済

業

に関する知識と教養を

期

高めるため
識を高めま

間

す。 、講演会などを実

委

施します。

講演会等開

託

催回数 回

－

4 4 4

4

講

、

演会等参加者数 人

－

5

協

50 550 550

56

働

5

①：予定どおり

神奈

【

川県とも協力し、労働

委

講座や就労支援セミナ

託

ーなどを開催した。労

：

働基準法の他、改正パ

3

ートタイム労働法や働

セ

く男女と家
庭・育児の

ク

両立支援制度など時節

・

の労働問題に関するテ

財

ーマも取上げ、労働者

団

の他、事業主や労務管

企

理担当者、市民の知識

業

を高
めることができた

Ｎ

。

Ａ：成果があがった

ＰＯ
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位

的確に捉えて事業を進

施

めていくことが
重要で

策

ある。

講演会などの開

へ

催講演会などの開催講

の

演会などの開催

0 0 0

貢

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

献

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

高

0 0 0 0 0

0 0 360

市

326 326 0 0

0 0

民

360 326 326 0

満

0

0.00 0.00 1

足

10.43

0.00 0

度

.00 0.28 0.2

を

8 0.28 0.00 0

高

.00

0.00 0.0

め

0 0.00 0.00 0

る

.00 0.00 0.0

方

0

0 0 2,350 2,

策

350 2,350 0 0

業

0 0 2,710 2,6

有

76 2,676 0 0

○

効

● ○ ○ ○ ○ ○

神奈川県

性

の予算が削減されるな

継

ど、共済事業の規模縮

続

小が懸念されるが、不

に

当解雇や違法就労、働

よ

き方の多様化など社会

る

情勢の
変化やニーズに

成

対応した労働セミナー

果

事業の継続は重要であ

向

り、市単独予算での安

上

定した事業の継続が必

の

要である。

不当解雇や

可

違法就労など、これま

能

でも社会問題となって

性

いる内容だけでなく、

低

仕事と家庭の両立や短

そ

時間労働、非正規雇用

の

の増
加など働き方の多

他

様化が進む中で、社会

事

情勢の変化やニーズに

業

対応した労働セミナー

の

事業の充実を図る。

労

目

働関係法令の一部改正

的

は、頻繁に行われてい

､

るので、
事業者、勤労

対

者へ周知を図るため国

象

あるいは県と共催で
セ

､

ミナー、講演会を実施

内

してきた。しかし、国

容

等は諸般
の事情により

分

、セミナー等の開催を

高

取りやめており、市
が

受

行うこの事業はますま

益

す重要性を増してくる

者

と思われ
るので、市と

負

しては、事業を拡大し

担

て継続していきたい
。

､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

■ 労働問題や社会経済

出

に対する理解や知識を

総

高めることは
●■ 、不

合

当解雇や違法就労の防

評

止、仕事と家庭の両立

価

など労

■ 働者の権利を

市

守るために必要である

民

。 ○
□
□ 労働法や育児

ニ

・介護休暇制度など知

ー

識や認識が乏しい事
●

ズ

■ 業主も少なくない状

高

況にあり、知識や理解

事

を高めるため

■ に労働

業

講座などによる講義は

目

有効である。 ○
□
■ 事

的

業主だけを対象とした

の

労働講座ではなく、市

達

内在勤者
●

■ や市民も

成

対象としており妥当性

状

は高い。
○

■
○

□
□ 労

況

働講座は、主に大学の

必

教授や社会保険労務士

要

など専門
●

■ 知識を有

性

する者を講師に招いて

市

いる上、資料の提供も

の

お
○

□ 願いしているの

関

で、事務的な負担も軽

与

減され、効率的で
○

□

の

ある。

新聞やニュース

必

などで報道されるよう

要

に、不当解雇や違法就

性

労などの労働問題、短

低

時間労働や仕事と家庭

事

の両立の他労働法の改

そ

正など労働を取り巻く

の

環境は大きく変化して

他

おり、社会のニーズや

上

時節にあったテーマを




